
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和８年６月１９日（金）   ８：１９～８：２９ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：高 市 早 苗 内閣総理大臣 

林 芳 正 国務大臣（総務大臣） 

平 口  洋 国務大臣（法務大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（外務大臣） 

片 山 さつき 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

松 本 洋 平 国務大臣（文部科学大臣） 

上 野 賢一郎 国務大臣（厚生労働大臣） 

赤 澤 亮 正 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

金 子 恭 之 国務大臣（国土交通大臣） 

石 原 宏 高 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

小 泉 進次郎 国務大臣（防衛大臣） 

木 原  稔 国務大臣（内閣官房長官） 

松 本   尚 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

牧 野 たかお 国務大臣（復興大臣） 

あかま 二 郎 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

黄川田 仁 志 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

城 内 実 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小野田 紀 美 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：鈴 木 憲 和 国務大臣（農林水産大臣） 

陪 席 者：尾 﨑 正 直 内閣官房副長官 

佐 藤   啓 内閣官房副長官 

露 木 康 浩 内閣官房副長官 

岩 尾 信 行 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件       ３件 

○国会提出案件     ３件 

○公布（法律）     ４件 

○政令         ８件 

○人事         ２件 

○報告         １件 

○配布         １件 

いずれも、案件表のとおり、決定等となった。 
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議事内容： 

○木原国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

  まず、閣議案件について、佐藤副長官から御説明申し上げます。 
○佐藤内閣官房副長官：一般案件等について、申し上げます。まず、「南スーダン国際

平和協力業務実施計画の変更」及び「同業務の実施の状況」について、御決定をお

願いいたします。本件は、同業務の活動期間を令和９年６月３０日まで１年間延長

するものであり、決定の上は、計画の変更及び実施状況について、国会に報告する

ものであります。あわせて、同計画の変更内容を反映する「南スーダン国際平和協

力隊の設置等に関する政令の一部改正令」について、御決定をお願いいたします。 
  次に、「日米地位協定」第２条に基づく、施設・区域の追加提供について、御決定

をお願いいたします。今回の案件は、共同訓練を実施するため、海上自衛隊鹿屋航

空基地の一部土地等を追加提供するものであります。 
  次に、「こども白書」について、御決定をお願いいたします。本件につきまして

は、後程、黄川田大臣から御発言があります。 
  次に、質問主意書に対する答弁書について、お手元の資料のとおり、御決定をお

願いいたします。 
  次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「小型無人機等飛行禁止

法の一部改正法」外３件が、１７日の参議院本会議において、可決成立したもので

あります。 
  次に、政令７件について、御決定をお願いいたします。まず、「沖縄振興開発金融

公庫法施行令の一部改正令」は、マンションの更新を行う者等に対し、同公庫が資

金の貸付けを行うこととするものであります。 
  次に、「金融機能強化法等の一部改正法の施行期日令」は、同改正法の施行期日を

本年６月２５日とするものであり、「同改正法の施行に伴う関係整備等政令」は、金

融機関等の経営基盤強化のための措置の実施における組織再編等実施計画の認定

要件を定める等、関係政令の規定の整備等を行うものであります。 
  次に、「領事官の徴収する手数料に関する政令の一部改正令」は、査証の発給に係

る手数料の額の引上げ等を行うものであります。 
  次に、「薬機法等の一部改正法の一部の施行期日令」は、同改正法の一部の施行期

日を令和９年５月２０日とするものであり、「同改正法の一部の施行に伴う関係整

備等政令」は、許可を受けて外部委託することが可能な特定調剤業務を定める等、

関係政令の規定の整備等を行うものであります。 
  次に、「環境省設置法の一部改正法の施行に伴う関係整備政令」は、同改正法の施

行に伴い、地方環境局の内部組織について定める等関係政令の規定の整備を行うも

のであります。 
  次に、人事案件について、申し上げます。まず、外務省人事といたしまして、カ

ンボジア国駐箚大使植野篤志に、インドネシア国駐箚を命ずることを承認すること

について、御決定をお願いいたします。 
  次に、成合英樹外１４２名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたします。
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なお、元日本赤十字社社長近衞忠煇を、従三位に叙するものがあります。 
  次に、「令和７年度人事院年次報告書」について、御報告があります。本件は、公

務の持続可能性を高める観点から転勤の現状と今後の在り方等について、人事院が

取りまとめたものであります。 
  次に、配布資料といたしまして、「消費者物価指数」があります。本件につきまし

ては、後程、総務大臣から御発言があります。 
  次に、件名外案件について、申し上げます。「円借款の供与に関する書簡」をカン

ボジアとの間で交換することについて、御決定をお願いいたします。本件は、「プノ

ンペン南西部灌漑・排水施設改修・改良計画」に約２４２億円を限度とする円借款

を供与することについて、取り極めるものであります。なお、相手国政府との書簡

交換まで不公表といたしたいので、御了承をお願いいたします。 
○木原国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、黄川田大臣。 
○黄川田国務大臣：この度、こども基本法第８条に基づく我が国におけるこどもをめ

ぐる状況及び政府が講じたこども施策の実施状況に関する年次報告、いわゆる「こ

ども白書」を取りまとめましたので、報告いたします。本白書においては、政府が

推進するこども施策の取組について、「特集」として掲載しています。具体的には、

子育て世帯の家計や仕事と育児の両立を支える新たな取組のほか、「こども誰でも

通園制度」の全国的な実施等をテーマとしています。また、「ダイジェスト」では、

「こども・若者自殺防止総力戦略」を策定するなど、ギアをもう一段上げて強力に

進めているこどもの自殺対策に係る取組を始め、こども施策における主要な取組等

を紹介しています。本白書を国会に提出するとともに、広く国民の皆様に情報発信

し、こどもをめぐる状況やこども政策への理解が図られるよう、努めてまいります。 
○木原国務大臣：次に、総務大臣。 
○林国務大臣：本日、消費者物価指数を公表いたしました。５月の消費者物価指数は、

１年前に比べ１．５％の上昇となりました。また、生鮮食品を除く指数は、１年前

に比べ１．４％の上昇となりました。内訳を見ると、「生鮮食品を除く食料」の上昇

が見られます。引き続き、物価動向を注視してまいります。 
○木原国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 
  引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 
  御発言はございますか。 
  無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和８年 

６月 19日 

◎ 一 般 案件

○ 南 ス ー ダン国 際 平和 協 力業 務 実施 計 画の 変 更に つ

い て （ 決 定）   （内 閣 府本 府 ・外 務 ・防 衛 省）

〃 ○ 「日 本国 と アメ リ カ合 衆 国と の 間の 相 互協 力 及び

安 全 保 障 条約第 ６ 条に 基 づく 施 設及 び 区域 並 び に

日 本 国 に おける 合 衆国 軍 隊の 地 位に 関 する 協 定 」

第 ２ 条 に 基づく 施 設及 び 区域 の 追加 提 供に つ い て

（ 決 定 ）              （防 衛 省）

◎ 国 会 提出 案件

 ○ 「 令和 ７年 度 我が 国 にお け るこ ど もを め ぐる 状 況

及 び 政 府 が講じ た こど も 施策 の 実施 状 況」 に つ い

て （ 決 定 ）          （こ ど も家 庭 庁）

〃 ○ 南ス ーダ ン 国際 平 和協 力 業務 の 実施 の 状況 に つい

て （ 決 定 ）    （内 閣 府本 府 ・外 務 ・防 衛 省）

〃 ○ 衆議 院議 員 山本 ジ ョー ジ （無 ） 提出 西 サハ ラ に関

す る 質 問 に対す る 答弁 書 につ い て（ 決 定）

（ 外 務省 ） 

◎ 公 布 （法律 ）

1. 重要 施 設の 周 辺地 域 の上 空 にお け る小 型 無 人

機 等 の 飛行の 禁 止に 関 する 法 律の 一 部を 改 正

す る 法 律（決 定 ）

1. 著 作権 法の一 部 を改 正 する 法 律（ 決 定）

1. 民 法等 の一部 を 改正 す る法 律 （決 定 ）

1. 民 法等 の一部 を 改正 す る法 律 の施 行 に伴 う 関

係 法 律 の 整備等 に 関す る 法律 （ 決定 ）

◎ 政 令 

○ 南 スー ダン 国 際平 和 協力 隊 の設 置 等に 関 する 政 令

の 一 部 を 改正す る 政令 （ 決定 ）

（ 内 閣 府 本府・ 外 務・ 財 務・ 防 衛省 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料  
な し  ☆

［ 別　添 ］
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 ○ 沖 縄振興 開 発金 融 公庫 法 施行 令 の一 部 を改 正 する

政 令 （ 決 定）      （内 閣 府本 府 ・財 務 省） 

〃  ○ 金融 機能 の 強化 の ため の 特別 措 置に 関 する 法 律等

の 一 部 を 改正す る 法律 の 施行 期 日を 定 める 政 令  

（ 決 定 )( 金融庁 ・ 財務 ・ 厚生 労 働・ 農 林水 産 省） 

〃  ○ 金融 機能 の 強化 の ため の 特別 措 置に 関 する 法 律等

の 一 部 を 改正す る 法律 の 施行 に 伴う 関 係政 令 の 整

備 等 に 関 する政 令 （決 定 ）       （ 同 上） 

〃  ○ 領事 官の 徴 収す る 手数 料 に関 す る政 令 の一 部 を改

正 す る 政 令（決 定 ）      （外 務 ・財 務 省） 

〃  ○ 医薬 品、 医 療機 器 等の 品 質、 有 効性 及 び安 全 性の

確 保 等 に 関する 法 律等 の 一部 を 改正 す る法 律 の 一

部 の 施 行 期日を 定 める 政 令（ 決 定） 

       （ 厚生 労 働・ 農 林水 産 省） 

〃  ○ 医薬 品、 医 療機 器 等の 品 質、 有 効性 及 び安 全 性の

確 保 等 に 関する 法 律等 の 一部 を 改正 す る法 律 の 一

部 の 施 行 に伴う 関 係政 令 の整 備 等に 関 する 政 令 

（ 決 定 ）    （ 厚生 労 働・ 財 務・ 農 林水 産 省） 

〃  ○ 環境 省設 置 法の 一 部を 改 正す る 法律 の 施行 に 伴う

関 係 政 令 の整備 に 関す る 政令 （ 決定 ） （環 境 省） 

 

◎ 人  事 

○ 各 府 省 幹部職 員 の任 免 につ き 、内 閣 の承 認 を得 る

こ と に つ いて（ 決 定）  
〃  ○ 筑波 大学 名 誉教 授 成合 英 樹外 １ ４２ 名 の叙 位 又は

叙 勲 に つ いて（ 決 定） 

 

◎ 報  告 

☆ 令 和 ７ 年度人 事 院年 次 報告 書    （内 閣 官房 ） 

 

◎ 配  布 

☆ 消 費 者 物価指 数           （ 総 務省 ） 

 

 

〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  
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                 令和８年 

６月 19日 

 

◎ 一 般案 件 

 ○ 円 借款の 供 与に 関 する 日 本国 政 府と カ ンボ ジ ア王

国 政 府 と の間の 書 簡の 交 換に つ いて （ 決定 ）  
（ 外 務 省 ）  

 
 
〔 ○ 署名 あ り  ☆ 署名 な し〕 

（ 金 ）   件 名 外 案 件  

資 料  
な し  
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